「フッ素洗口等は健康権を侵害」

主婦連など８団体が日本弁護士連合会に申し立て
　主婦連、日教組をはじめ８団体は１０月２３日、日本弁護士連合会に「むし歯予防のための集団フッ素洗口等のフッ素応用は、国民が健康で生活するという基本的人権を侵害している」として人権救済を申し立てました。（本誌２～６ページに掲載）。

　現在、全国で約４９万人（２００６年）の子どもたちが集団フッ素洗口を実施し、１～１５歳未満の子どもの59.2％（２００５年）に集団的フッ素塗布が行われています。また、国民のほとんどがフッ素入り歯磨き剤（普及割合86％：２００１年）を使用しています。
　私たちは、自然界からのフッ素摂取と、フッ素塗布・洗口、フッ素入り歯磨き剤での多重使用でフッ素の過剰摂取を招いていること、それによる健康被害が潜在していることを憂慮しています。
　フッ素の過剰摂取による慢性毒性は、斑状歯や骨折を含む健康被害、動物実験での発がん性の証明と人でのがんの増加、体内の酵素の破壊、甲状腺機能低下による成長発育障害、フッ素の脳への蓄積、知能指数（ＩＱ）の低下、アレルギーの報告など、万病の元ともいえる多彩な有害性が医科学的に明らかにされてきました。
　ＷＨＯ（世界保健機関）は、これらの事実に押されて１９９４年にフッ素の制限的使用を勧告しました。２００６年１１月には、アメリカ歯科医師会が会員に緊急通知を出しました。同歯科医師会の通知内容を要約しましょう。
① 乳児の粉ミルクは、フッ素入り水道水で溶いてはいけない。
② ２歳未満の小児は、フッ素入り歯磨き剤を使用してはならない。
③ ６歳未満の子どもにフッ素洗口をさせることは禁忌である。（絶対してはならない）
④ フッ素塗布の一般的使用は中止する。
日本では、これらの医学的事実を無視して、２０００年以降フッ素応用推進に舵を切りました。２００３年に厚生労働省は「フッ化物洗口ガイドライン」通知を出して、フッ素の普及・拡大を督励しています。
一方、日本学校歯科医会は、２００５年３月「フッ化物応用は地域の歯科医療機関に委ねてもよい」との見解を公表し、「学校でのフッ化物洗口の導入などを安易に実践」することに強い危惧を示しています。同時にインフォームドコンセント、インフォームドチョイスの成立が重要であると指摘しています。この見解は、集団フッ素洗口の事実上の否定です。
　フッ素にむし歯予防の効果はありません。あるのは有害性のみであり、フッ素は毒物なのです。（ヒューゴ・テオレルら１３名のノーベル賞受賞者）むし歯は、フッ素応用に関係なく減少しているのです。保育所・幼稚園・学校での集団フッ素洗口は、人体に使用してはならない試薬フッ化ナトリウムの使用や、法律で許されていない無診察治療として行われているのが実態です。
　子どもと胎児の健康と人権が、著しく侵害されていることを改めて訴えます。
